
△451億円

2022

2021-2023 2025

500億円以上
平均

500億円以上

関西電力送配電（株）
代表取締役社長

白銀 隆之

関西電力送配電（株）は、送配電事業の一層の中立性を

確保するため、2020年4月より関西電力（株）から一般送配

電事業を承継しました。関西電力送配電（株）では、中立性・

公平性の確保を前提として、安定した電気を低廉な価格で

お届けするため、電力系統の運用、送電、変電、配電の計

画・工事などを行っています。

また、脱炭素化やレジリエンス強化をはじめ、エネルギー

に関する社会ニーズが多様化する中、それを支える基盤で

ある送配電事業の重要性はこれまで以上に高まっている

と認識しています。電力ネットワークの次世代化等を進め

ることで、分散型電源などの多様な系統利用者のニーズ

にも柔軟に対応し、安心してお使いいただける系統利用

サービスを提供しつづけ、お客さまや社会のご期待にお

応えし続けていきます。

送配電事業の概要 事業環境認識

機 会

リスク

● 新託送料金制度による必要投資の確保、効率化利益の

確保
● エネルギーに関するお客さまニーズ、取引多様化
● 脱炭素化に向けた電化の進展
● 国内外エネルギー周辺のビジネス領域拡大

● 新託送料金制度における送配電事業者比較審査
● 燃料価格の高騰、需給逼迫の進展
● 分散化進展による系統需要の減少
● 自然災害の激甚化、南海トラフ地震

● 2022年度は、燃料価格の高騰などの影響により、需給調

整に伴う費用が大幅に増加しました。
● 2023年度からは新たな託送料金制度の導入により、脱

炭素化やレジリエンス強化を支える電力系統の次世代化

等に必要な投資が確保されること、需要変動や需給収支

といったリスクが事後調整の仕組みにより低減されるこ

とから、送配電事業の持続可能性の向上が期待されます。
● 一方で、料金申請において送配電事業者間の比較審査

が行われるため、業界トップランナーに向けたコスト構

造改革に取組み、低廉な託送料金を実現していくことが

求められます。

2021実績 2022実績
ROA 0.58% －1.41%
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事業戦略関西電力送配電グループビジョン

コア事業である託送事業を「託送領域」、

送配電グループの持つ強みを活かし、事

業分野を拡張させた国内外事業を「拡張

領域」とし、両事業領域に注力していきま

す。そして、これらの領域を支える「事業

基盤」を構築していきます。

～新たな価値提供への探索と挑戦が

　　　　　あたりまえに行われる組織を構築～

カイゼン（トヨタ生産方式）・DXを原動力に、高みを目指し

続ける組織文化を醸成するとともに、革新的な業務改革を

実行していきます。

～託送事業に次ぐ収益の柱を確立～

託送事業の枠を超えた取組みやサービスを国内外で積極

的に展開していきます。

託送領域

託送領域

事業運営の大前提

拡張領域

拡張領域

事業基盤

事業基盤

取組みの
方向性

5ヵ年の取組み

～脱炭素化・レジリエンス強化に向けて業界をリード～

ネットワークの次世代化と業界トップランナーに向けたコ

スト構造改革の両立をはじめ、お客さまや社会のニーズを

踏まえた新たな価値を提供する取組みを推進していきます。

● 法令等の厳守をはじめとした誠実な事業活動の徹底
● 公正な競争基盤の再構築
● ゆるぎない安全文化の構築

● ネットワークの次世代化（脱炭素化・レジリエンス強化）
● 高経年設備対策の着実な実施
● 業界トップランナーに向けたコスト構造改革

● 送配電事業の新たな価値創造
● さらなる収益の柱の確立

● カイゼン×DXの推進/組織文化の変革
● 人財の強化・働き方の多様化
● 地域社会への貢献（共感・信頼の獲得）
● 財務基盤の強化

1

1

2

2

3

3

2050年頃に目指す将来像として「関西電力送配電グルー

プビジョン」を策定しました。関西一円のネットワーク設備、

送配電グループの人財・技術・お客さまや社会のみなさ

まとの繋がりといったプラットフォームを深化・拡大させる

ことで、電気の安定供給のみならず、ご期待を超える新た

な価値をお届けし、お客さまや社会のみなさまのお役に

立ち続けてまいります。

電気の託送事業に留まらず、広くエネルギー全体を

支える存在として、電気を送る役割からお客さまや社

会に新たな価値を提供する“エネルギープラットフォー

マー”へと進化し続けます
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発電所とお客さまとをつなぐ電力系統の確実な運用

と最適な設備形成に努め、また、停電の未然防止や復旧

の迅速化に取り組んでいます。その結果、関西電力送配電

（株）における電気の品質は、大規模な自然災害を除いて

は、世界トップレベルを維持しています。

2050年カーボンニュートラルの達成に向けて、分散型

エネルギーリソース(以下DER)の価値を最大限活用し、安

定した電力システムを構築していくことが重要となります。

関西電力送配電（株）では、DERを調整力(フレキシビリティ)

として系統運用へ活用できるよう技術開発を進めています。

小売電気事業者のお客さま情報漏洩等、電気事業法に

係る重大な違反事象を発生させたことを受け、関西電力

送配電（株）は、法令等遵守体制の強化を図りました。具体

的には、「チーフコンプライアンスオフィサー（CCO）」を設置

し、社長がCCOとしてコンプライアンスおよび行為規制を

統括するとともに、コンプライアンス専任の担当役員を配

置する体制に見直しました。また、法令等遵守を確実に行

うために、社長直下の実務組織として、「コンプライアンス

推進本部」を新たに設置しました。同本部にてコンプライア

ンス統括機能と行為規制統括機能を一元的に担います。加

えて、関西電力送配電（株）のコンプライアンスや行為規制

に対する取組み等の実効性をより高めていくために、外部

の客観的な視点を活用したコンプライアンスやシステムの

チェック体制を構築してまいります。

品質の高い電気をお届けするために

DERフレキシビリティプラットフォーム

2022年度の取組み
系統混雑の回避

市場入札 新たなサービスの提供

・省エネ事業者に対する出力抑制回避
・インバランス回避など

系統電圧の維持 レジリエンス対応

電
流 時間

ピークシフト

ピークカット 容量超過

配電系統

配電用変電所

一般送配電事業者（TSO）・
配電事業者

需給調整市場
（TSO）

容量市場
(広域機関)

卸電力市場
(JEPX)

アグリゲーター
(AC・RA）

DERシステム
DERリソース管理・
調達・運用等

DER情報

DER情報 ※DER活用のために前提となる仕組み　市場応札

DER制御指令

DER情報

DER制御指令

DER

電圧制御 自治体、EV保有企業等

配電線始端 配電線末端

電源配車

災害停電エリア

適正電圧
上限

適正電圧
下限

系統情報 系統管理 DER情報 DER制御

…

事業運営の大前提

託送領域1

次世代機器の導入により、配電網の状態をきめ細かく

監視・制御することで、再生可能エネルギーが大量に配電

系統に接続された際に生じる課題に対応し、再生可能エ

ネルギーの連系可能量を拡大させ脱炭素化に貢献します。

また、配電線の電圧・電流波形等の系統情報を活用し、停

電の未然防止や、停電原因の早期特定を可能とする機能

開発導入を進め、レジリエンスの向上にも貢献します。

配電網の高度化

公正・誠実な事業活動の徹底

社長

各支社

経営監査委員会

システム監査グループ

行為規制等監査グループ

経営監査部
コンプライアンス推進本部

システムチェック機能強化

本店

行為規制分科会

コンプライアンス委員会
経営会議

調査検証・改革委員会

※各部・各エリアのコンプライアンス責任者（各部：デパートメントコンプライアンスオフィサー［DCO］、
　各エリア：エリアコンプライアンスオフィサー［ACO］）　　

取締役会 中立性・公正性
アドバイザリー監査役

法令等遵守体系図

外部
専門家

外部
専門家

外部
有識者等

外部
有識者等

外部
有識者等

CCO就任

DCO・ACO設置※

コンプライアンス専任役員配置
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非常災害発生時等の対応体制

災害発生時の対応体制を速やかに構築するために、初

動対応者の指定や初動統括者の宿直を行っているほか、

初動統括者・対応者向けの訓練を年に複数回実施するこ

とにより、対応体制を整えています。

また、関西電力グループの全社防災訓練を毎年実施して

おり、南海トラフ巨大地震の発生を想定したケースをはじめ、

原子力災害が同時に発生するケースや、電力需給がひっ迫

するケースなどさまざまなシビアアクシデントを想定し、災

害対応スキルの向上と防災意識の高揚を図っています。

さらに、災害時連携計画に基づき、非常災害時において

は、一般送配電事業者間および関係機関等との連携を図り、

迅速な災害復旧により電力の安定供給をめざしています。

全社防災訓練参加人数
2022年度全社防災訓練 1,002人

今後

現状

Failure
（事後）

経験・勘

油分析
温度センサー
振動センサー 等

スマートメーター
部分放電解析
マッピング 等

タブレット
画像解析
ドローン 等

AI・5G
次世代配電
自動化 等

Interval
（定期）

Condition
（状態）

Risk（リスク）
Value（価値）

状態監視保全（CBM）
〈 現状 〉
巡視・点検等からの設備状態
に基づき対応

投資価値評価
〈 将来 〉
投資により得られる価値
を評価し対応

設備リスク評価
〈 今後 〉
設備リスクを定量
的に評価し対応

事後保全
〈 過去 〉
設備の故障・異常に事後的
に対応

〈 現状 〉
定期的な計画に基づき対応

定期計画保全（TBM）

技術革新

電力の安定供給の観点から、今後増加する高経年化設

備の計画的な更新が重要となります。この更新をより合理

的かつ効率的に実施するためには、設備リスク・更新費用・

アセットマネジメントの高度化 施工力等を総合的に勘案した計画を策定する必要があり

ます。

関西電力送配電（株）では投資価値評価に基づく計画

策定を目指してシステムの構築と検証を進め、アセットマ

ネジメントの高度化に向けて取り組んでいます。
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2022年度までに検討したコスト効率化施策の期待効果

額551億円/年を、新託送料金制度に伴い国に提出した事

業計画に織り込んでいます。まずは、これら効率化施策を

着実に定着させます。加えて、送配電事業者の業界トップ

ランナーを目指し、外部知見の取込みを含め、全方位でコ

スト構造改革を進めます。

分散リソース増加や需要家の市場参加により電力システ

ムの構造変化が起こりつつあるなか、関西電力送配電（株）

が未来にわたって持続し、成長し続けるため、送配電事業

の進化・変革に向けた事業戦略の検討を推進します。将来

動向の調査・分析、新たな取組みの探索と実装に向けた

深掘りを一貫して担う、社長直下の組織「フロンティアラボ」

を設置しました。

業界トップランナーに向けたコスト構造改革

送配電事業の進化・変革に向けた取組み

「なりすまし」により不正に開設された口座がマネーロン

ダリング等の犯罪に用いられ、被害が社会問題化している

なか、（株）カウリスの不正アクセス検知技術と関西電力送

配電（株）が保有する電力設備情報を組み合わせることで、

電力設備情報を活用した不正口座開設防止サービス

❶

銀行・クレジットカード事業者さま等

なるほど！

データベース

データ抽出

電力設備情報を活用したなりすまし検知サービス

本当に
本人かなぁ？

電力設備情報を活用した不正口座開設防止等サービスの概要

本人らしさの確認結果
（API自動応答）❸

なりすましか
否かを確認❷

不正アクセス検知サービス
開発・提供

新規の口座開設

「収益拡大」「技術力での貢献」「サステナビリティの推進」

の3つのコンセプトのもと海外事業拡大に向けて取組みを

海外事業拡大に向けた取組み

託送/拡張領域2

金融機関等に対して不正口座開設防止サービスを提供し

ています。

また、新たなサービスとして電力設備情報を活用し、金

融機関等の既設口座を効率的に管理するための継続的顧

客管理サービスの実現に向けて検討しています。

これらのサービスによりマネーロンダリング等の犯罪の

防止に貢献してまいります。

生産性向上を追求する組織文化に生まれ変わることを

めざし、2022年度は197件のカイゼンプロジェクトにおいて、

ムダの徹底的排除および業務プロセスの抜本的見直しを

進め、大幅な生産性向上および付加価値の向上を実現す

ることができました。

また、DXの取組みとして、ＡＩ画像解析を活用した設

備巡視業務の効率化や管理システム構築による現場出向・

管理業務の高度化等を推進しました。

今後、カイゼンによるさらなる磨き込み、革新的な技術

の導入やデジタル技術活用など、カイゼンとDXの両輪で

業務改革を実行していきます。

カイゼン×DXの推進

事業基盤4

AEDC（現地配電会社）社長との面談

拡張領域3

進め、2022年度においては、ナイジェリア国やレバノン国を

含む3カ国3件の海外コンサルティング案件を受注しました。

今後はさらなる収益拡大をめざし、関西電力送配電（株）

独自での投資事業への参画も進めていきます。
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